
 

議 第 １ ８ 号 議 案 

 

 

   中学校給食費の無償化を国の制度として早期に実現することを求める意 

見書の提出について 

中学校給食費の無償化を国の制度として早期に実現することを求める意見書を別

紙のとおり、富士見市議会会議規則第１３条の規定により提出します。 

 

 

令和８年９月２８日提出 

 

 

富士見市議会議長 勝 山  祥 様 

 

提出者 富士見市議会議員  須 崎 悦 子 
 

賛成者    同      根 岸   操 
 

     
        

     
        

     
        

     
        

     

        

提 案 理 由 

中学校給食費の無償化を国の制度として早期に実現することを求める意見書を地方

自治法第９９条の規定に基づき国会及び政府に対して提出するため、この案を提出しま

す。



 

中学校給食費の無償化を国の制度として早期に実現することを求める意

見書 

 

文部科学省は、２０２６年４月から「学校給食費の抜本的な負担軽減」を開始し

た。これは、子育て支援を目的として、児童の学校給食に必要な食材費について、国

が地方自治体を支援する仕組みである。 

物価高騰が長期化する下で、子育て世帯の家計負担は一層深刻さを増している。と

りわけ中学生のいる家庭では、成長期の子どもを支えるための食費負担が大きく、学

校給食費は家計に重くのしかかっている。 

 学校給食は、単なる食事の提供ではなく、学校給食法に基づき、教育活動の一環と

して位置付けられた重要な施策であり、義務教育の充実の観点から、国が積極的に責

任を果たすことが求められている。 

 本市では、国の制度に合わせて小学校給食費の抜本的な負担軽減策が講じられてい

るが、中学校給食費については、賄材料費の物価高騰分の支援にとどまっている。 

しかし、全国では既に多くの自治体が小中学校ともに給食費無償化を実施してお

り、埼玉県内においても複数の自治体が中学校給食費の無償化に踏み出している。 

よって、富士見市議会は、国会及び政府に対し、子どもの健やかな成長と教育の機

会均等を保障する立場から、中学校給食費の無償化を国の責任において早期に実現す

るよう強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

埼玉県富士見市議会 

 

 衆議院議長           様 

 参議院議長           様 

内閣総理大臣           様 

総 務 大 臣           様 

 財 務 大 臣           様 



 文部科学大臣           様 


